
「原発のない世界へ」講演会 ２０２２年５月２９日（日）





①フクシマ事故





②二酸化炭素地球温暖化説の問題点



原子力は何のために必要か？

未来の無限のエネルギー源

安価な発電ができる

厳重に審査するので安全である

地球温暖化防止に役立つ

原子力の燃料であるウランは化石燃料よりはるかに少ない

原子力の発電単価は昔から高かったし、事故費用、核の
ごみ処分費用を考えれば、話にならないほど高い

フクシマ事故が事実をもって否定した

本当か？



地球の大気温は上昇している
IPCC5次評価報告書

１８５０ ２０１２約１６０年間



大気中の二酸化炭素濃度は増えている
IPCC5次評価報告書

マウナロア

南極点

１９５８ ２０１２約５０年間





◎地球温暖化対策基本法案（原子力に係る施策等）

第16 条

国は、温室効果ガスの排出の抑制に資するため、温室
効果ガスの排出の量がより少ないエネルギー源への転
換を促進するために必要な施策を推進するものとし、特
に原子力に係る施策については、安全の確保を旨として、
国民の理解と信頼を得て、推進するものとする。









１９４６年

気温

二酸化炭素



１８００年代初め



大気中のCO2濃度が増えていない
1910年から40年の間にも
0.17℃/10年もの変化があった。

IPCC4次評価報告書

大
変
だ
ぁ
！



気温の変化は
10度にも及ぶ

過去4回の氷河期と温暖期

45万年前



（飯島栄一さん資料）６億年前





③原子力にしがみつく理由





米国の原爆製造（マンハッタン計画）
での２つの道

ウラン採掘

濃縮

濃縮ウラン 劣化ウラン

広島原爆 劣化ウラン弾

原子炉

再処理

減損ウラン プルトニウム

長崎原爆

原爆製造の
中心三技術









核 原子力

軍事利用 平和利用



原子力開発

核開発

それをイランや朝鮮民主主義人民共和国
がやるときは

「文明国」である日本がやるときは
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［トン・分離プルトニウム］ ［長崎原爆の個数］

日本の分離プルトニウム保有状況

長崎原爆(21kt)が8kgのプルトニウム239で製造されていたとし、

保管中の分離プルトニウムの66%が核分裂性であると仮定した。

海外

国内









④ロシアによるウクライナへの武力攻撃





広島原爆で燃え
たウランの重量

８００ｇ
（生成した核分裂
生成物の重量）

100万ｋWの原子力発電所１基が１年
運転するごとに燃やすウランの重量

１トン
（生成する核分裂生成物の重量）



広島原爆:1945年8月6日 0.089

原発事故

旧ソ連チェルノブイリ（1基）
1986年4月26日

92
(32%)

日本フクシマ（3基）
2011年3月11日

15
(2%)



700km300km



ウクライナは世界屈指の原発大国



「
終
了」
の（
）
内
の
年
は
予
定
だ
っ
た
年
で
、
実
際
に
は
延
長
さ
れ
、
今
で
も
す
べ
て
が
稼
働
中







数 国名

NATO設立時
（1949年8月24日）12か国

ベルギー、カナダ、デンマーク、フランス、アイス
ランド、イタリア、ルクセンブルク、オランダ、ノル
ウェー、ポルトガル、イギリス、アメリカ合州国

冷戦中の加盟 4か国
ギリシャ（1952/2/18）、トルコ（1952/2/18）、ドイ
ツ（1955/5/8）、スペイン（1982/5/30）

ソ連崩壊後
旧東欧諸国
14か国

チェコ（1999/3/12）、ハンガリー（1999/3/12）、
ポーランド（1999/3/12）、ブルガリア
（2004/3/29）、エストニア（2004/3/29）、ラトビア
（2004/3/29）、リトアニア（2004/3/29）、ルーマニ
ア（2004/3/29）、スロバキア（2004/3/29）、スロ
ベニア（2004/3/29）、アルバニア（2009/4/1）、ク
ロアチア（2009/4/1）、モンテネグロ（2017/6/5）
、北マケドニア（2020/3/27）





赤は米国

青は英国

黄は中国

ロシア

欧州

イタリア
フランス

The SIPRI Top 100 arms-producing and military services companies in the world, 2020

米国こそ
戦争の元凶

数字の単位は100万US$



出典：
ストックホルム国際平和研究所

米国こそ
戦争の元凶



1946年11月3日交付
1947年 5月3日施行





1945年 8月15日 玉音（？！）放送、ポツダム宣言受諾の趣旨

1947年 9月20日 天皇の沖縄メッセージ
1951年 9月 8日 サンフランシスコ講和条約締結

日米安全保障条約締結

1946年11月 3日 日本国憲法公布

1947年 5月 3日 日本国憲法施行

1952年 2月28日 日米行政協定締結

1960年 6月23日 現行日米安全保障条約改定発効
現行日米地位協定発効

1952年 4月28日 サンフランシスコ講和条約発効
日米安全保障条約発効
日米行政協定発効

1945年 9月 2日 無条件降伏の調印、日本の敗戦確定

この間、
日本は
米国の
被占領
国

以降、
日本は
米国の
属国
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